
�愛媛県告示第６４５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。
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告 示

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢 体 不 自 由 形 成 外 科 医療法人綮愛会石川
病院 米 田 武 史 四国中央市上分町７３２番地１ 平成

２４年５月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 医療法人綮愛会石川
病院 山 岡 慎大朗 四国中央市上分町７３２番地１ 〃

肢体不自由・じん臓機能障害 内 科 財団法人積善会附属
十全総合病院 淺 羽 宏 一 新居浜市北新町１番５号 〃

肢体不自由・じん臓・呼吸器・
ぼうこう又は直腸・小腸・肝臓
機能障害

外 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会西条病院 藤 原 雅 光 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 〃

肢体不自由・じん臓・呼吸器・
ぼうこう又は直腸・小腸・肝臓
機能障害

外 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会西条病院 石 川 加那子 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会西条病院 井 出 雄 久 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会西条病院 見 崎 浩 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・小腸・肝臓機能障害 内 科 社会福祉法人恩賜財

団済生会西条病院 大 野 芳 敬 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 〃

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 三 浦 徳 宣 東温市志津川 〃

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 西 村 謙 一 東温市志津川 〃

聴覚・平衡・音声・言語・そしゃ
く機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 西 原 江里子 東温市志津川 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・小腸機能障害 内 科 松野町国民健康保険

中央診療所 嶋 本 純 也 北宇和郡松野町大字延野 １々４０６番地 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

小 児 科 愛媛県立子ども療育
センター 桑 原 こずえ 東温市田窪２１３５番地 〃

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 外 科 市立八幡浜総合病院 藤 原 康 弘 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 市立八幡浜総合病院 米 川 晋 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 〃

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 外 科 市立八幡浜総合病院 友 近 忍 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 〃
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雑 報
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�愛媛県告示第６４６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２４年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６４７号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２４年度分の補

助金から適用する。

平成２４年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第２号の�（第３条関係）

省略

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための事業

１ 省略

２ 農地の利用状況等の調査

� 省略

� 利用状況調査

管内農地面積

�

� 指導等

指導 通知 公告 利用計画

の確認

勧告 協議

件 件 件 件 件 件

注１～３ 省略

様式第２号の�（第３条関係）

省略

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための事業

１ 省略

２ 農地の利用状況調査

� 省略

� 利用状況調査

利用状況調査面積

農地法第３０条第３

項第１号

農地法第３０条第

３項第２号

ヘクタール ヘクタール ヘクタール

� 指導等

指導 通知 公告 勧告 協議 解消面積

件

数

面

積

件

数

面

積

件

数

面

積

件

数

面

積

件

数

面

積

件 平

方

メ

ー

ト

ル

件 平

方

メ

ー

ト

ル

件 平

方

メ

ー

ト

ル

件 平

方

メ

ー

ト

ル

件 平

方

メ

ー

ト

ル

平 方 メ

ー ト ル

注１～３ 省略

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 市立八幡浜総合病院 林 聖 樹 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 市 立 宇 和 島 病 院 渡 森 一 光 宇和島市御殿町１番１号 〃

肢 体 不 自 由 内 科 西予市立宇和病院 渡 部 洋 輔 西予市宇和町卯之町一丁目２４６番地１ 〃

肢体不自由・心臓・呼吸器機能
障害 内 科 医療法人青峰会チヨ

ダクリニック 佐々木 真太郎 八幡浜市川通り１４５５番地２２ 〃

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

あけはま薬局 西予市明浜町俵津３番耕地２２２番６ 株式会社メディケア西予 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２４年
５月１日

改 正 後 改 正 前
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４ 「利用計画の確認」の欄は、農地法第３３条第１項の規

定に基づく届出に係る計画について記載すること。

５ 省略

６ 省略

３ 農地等訴訟事務処理

� 訴訟事件数

当初係属件数

（ 年４月１日）

件

� 行政不服審査数

当初係属件数

（ 年４月１日）

件

４ 農地等の台帳の整備

調査担当者数 データ入力 システム整備

整備時期 整備内容

人 件

５ 省略

別紙２ 農地の有効利用を図るための事業

１ 農地の有効利用を図るための活動

� 農地集積の推進活動

活 動 内 容

� 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

開催時期 開催場所 研修対象

人数

研修内容 女性登用の

周知活動等

の内容

月 日 人

月 日 人

３ 省略

様式第２号の�（第３条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等

１ 農地の有効利用を図るための活動等

� 農業委員会に対する助言及び協力

実施時期 対象農業委員会名 活動内容

� 相談活動等

４ 省略

５ 省略

３ 農地等訴訟事務処理

� 訴訟事件数

当初係属件

数

（ 年４月

１日）

年度内提起

件数

計 備 考

件 件 件

� 行政不服審査数

当初係属件

数

（ 年４月

１日）

年度内提起

件数

計 備 考

件 件 件

４ 農地等の台帳の整備

調査担当者数 データ入力 システム整備

（実施時期）

備 考

人 件

５ 省略

別紙２ 農地の有効利用を図るための事業

１ 農地制度に関する相談活動等

� 省略

� 相談活動と関連して実施する活動

意向調査 利用調整活動 掘り起こし活動

延べ 日 延べ 日 延べ 日

２ 農業委員、職員等の研修

開催時期 開催場所 研修対象

人数

研修内容

月 日 人

月 日 人

様式第２号の�（第３条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等

１ 農地制度に関する相談活動等

農地相談員 人数 活動方針 備 考

専

門

分

農地制度に専門的な

知見を有する者

人

地域の農業事情等に 人

愛 媛 県 報平成２４年５月１５日 第２３６８号
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農地相談員 人数 活動方針 備 考

専

門

分

野

農地制度に専門的

な知見を有する者

人

地域の農業事情等

に精通している者

人

その他（ ） 人

注 「その他」の欄は、具体的に記載すること。

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 農業委員等の研修

開催時期 開催場

所

研修目

的

研修対

象者

研修内

容

女性登用の

周知活動等

の内容

月 日

� 省略

３ 省略

様式第８号の�（第８条関係）

省略

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための事業

１ 省略

２ 農地の利用状況等の調査

� 省略

� 利用状況調査

管内農地面積

省略

� � �

� 指導等

指導 通知 公告 利用計画

の確認

勧告 協議

件 件 件 件 件 件

注１～３ 省略

４ 「利用計画の確認」の欄は、農地法第３３条第１項の規

定に基づく届出に係る計画について記載すること。

５ 省略

６ 省略

３ 農地等訴訟事務処理

� 訴訟事件数

当初係属件

数

年度内提起

件数

年度内完結

件数

計

野 精通している者

その他（ ） 人

注 「その他」の欄は、具体的に記載すること。

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 農業委員等の研修

開催時期 開催場所 研修目的 研修対象

者

研修内容

月 日

� 省略

� 農業委員会に対する指導及び協力

実施時期 対象農業委員会名 活動内容 指導員人数

月 日 人

３ 省略

様式第８号の�（第８条関係）

省略

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための事業

１ 省略

２ 農地の利用状況調査

� 省略

� 利用状況調査

利用状況調査面積

省略

ヘクタール ヘクタール ヘクタール

� 指導等

指導 通知 公告 勧告 協議 解消面積

件

数

面

積

件

数

面

積

件

数

面

積

件

数

面

積

件

数

面

積

件 平

方

メ

ー

ト

ル

件 平

方

メ

ー

ト

ル

件 平

方

メ

ー

ト

ル

件 平

方

メ

ー

ト

ル

件 平

方

メ

ー

ト

ル

平 方 メ

ー ト ル

注１～３ 省略

４ 省略

５ 省略

３ 農地等訴訟事務処理

� 訴訟事件数

当初係属件

数

年度内提起

件数

計 備 考
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（ 年４月

１日）

（ 年３月

３１日）

件 件 件 件

� 行政不服審査数

当初係属件

数

（ 年４月

１日）

年度内提起

件数

年度内完結

件数

（ 年３月

３１日）

計

件 件 件 件

４ 農地等の台帳の整備

調査担当者数 データ入力 システム整備

整備時期 整備内容

人 件

５ 省略

別紙２ 農地の有効利用を図るための事業

１ 農地の有効利用を図るための活動

� 農地集積の推進活動

活 動 内 容

� 相談活動

農地相談員 人数 相談員の活動実績

活動日数 活動内容

専

門

分

野

農地制度に専門的

な知見を有する者

人 日

地域の農業事情等

に精通している者

人 日

その他（ ） 人 日

注 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

開催時期 開催場所 研修対象

人数

研修内容 女性登用の

周知活動等

の内容

月 日 人

月 日 人

３ 省略

別紙３ 農地法に基づく事務の適正実施のための事業費

１ 事業の内容区分

（ 年４月

１日）

件 件 件

注 年度内に終了したものがあるときは、「備考」の欄にそ

の件数を記載すること。

� 行政不服審査数

当初係属件

数

（ 年４月

１日）

年度内提起

件数

計 備 考

件 件 件

注 年度内に終了したものがあるときは、「備考」の欄にそ

の件数を記載すること。

４ 農地等の台帳の整備

調査担当者数 データ入力 システム整備

（実施時期）

備 考

人 件

５ 省略

別紙２ 農地の有効利用を図るための事業

１ 農地制度に関する相談活動等

� 相談活動

農地相談員 人数 相談員の活動実績

相談日

数

相談件

数

補助事

務日数

専

門

分

野

農地制度に専門的

な知見を有する者

人 日 件 日

地域の農業事情等

に精通している者

人 日 件 日

その他（ ） 人 日 件 日

注 省略

� 相談活動と関連して実施した活動

意向調査 利用調整活動 掘り起こし活動

延べ 日 延べ 日 延べ 日

２ 農業委員、職員等の研修

開催時期 開催場所 研修対象人数 研修内容

月 日 人

月 日 人

３ 省略

別紙３ 農地法に基づく事務の適正実施のための事業費

１ 事業の内容区分

愛 媛 県 報平成２４年５月１５日 第２３６８号
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省略

農地の利用状況等の

調査に関する経費

省略

省略

２ 省略

別紙４ 農地の有効利用を図るための事業費

１ 事業の内容区分

農地の有効利用を図るための活動

に関する経費

省略

農業委員等の資質向上のための活

動に関する経費

省略

省略

２ 省略

様式第８号の�（第８条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等

１ 農地の有効利用を図るための活動等

� 農業委員会に対する助言及び協力

実施時期 対象農業委員会名 活動内容

� 相談活動等

農地相談員 人数

活動実績 農地利用調整

活動（会議開

催回数）

相談

件数

相談

日数

専

門

分

野

農地制度に専門的

な知見を有する者

人 件 日 回

地域の農業事情等

に精通している者

人 件 日 回

その他（ ） 人 件 日 回

注 「その他」の欄は、具体的に記載すること。

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 農業委員等の研修

開催時期 開催場

所

研修目

的

研修対

象者

研修内

容

女性登用の

周知活動等

の内容

月 日

� 省略

３ 省略

４ 事業の内容区分

農地の有効利用を図るための活動等に関する経費 省略

省略

省略

農地の利用状況調査

に関する経費

省略

省略

２ 省略

別紙４ 農地の有効利用を図るための事業費

１ 事業の内容区分

農地制度に関する相談活動等

に関する経費

省略

農業委員、職員等の研修

に関する経費

省略

省略

２ 省略

様式第８号の�（第８条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等

１ 農地制度に関する相談活動等

農地相談員 人数

活動実績 農地利用調整

活動（会議開

催回数）

相談

件数

相談

日数

専

門

分

野

農地制度に専門的な

知見を有する者

人 件 日 回

地域の農業事情等に

精通している者

人 件 日 回

その他（ ） 人 件 日 回

注 「その他」の欄は、具体的に記載すること。

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 農業委員等の研修

開催時期 開催場所 研修目的 研修対象

者

研修内容

月 日

� 省略

� 農業委員会に対する指導及び協力

実施時期 対象農業委

員会名

活動内容 指導員人数

月 日 人

３ 省略

４ 事業の内容区分

農地制度に関する相談活動等 に関する経費 省略

省略
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５ 省略

�愛媛県告示第６４８号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成２４年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出事項

（南予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

西宇和郡伊方町仁田之浜
９８１

由 井 保 吉

西宇和郡伊方町豊之浦
３４７

阿 部 トモ子

西宇和郡伊方町豊之浦
５８１－１

宇都宮 広 幸
伊 方 八幡浜漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成２４年５月１５日から５月２９日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

南予地 方 局 管 内 の 加 入 区 南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
八 幡 浜 支 局 水 産 課

�������
�愛媛県告示第６４９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、国土交通省四国地方整備局大洲河川国

道事務所長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があった。

平成２４年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（１／２，５００地形図作成）

２ 作業期間 平成２４年５月１５日から

平成２５年２月２８日まで

３ 作業地域 愛南町

�������
�愛媛県告示第６５０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁及び大洲市役所において告示の日から２週間公衆の縦覧に

供する。

平成２４年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

長浜都市計画道路
Ⅱ・３・１ 長浜港港町線

大洲都市計画道路
３・６・１０ 長浜港港町線

�愛媛県告示第６５１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁及び大洲市役所において告示の日から２週間公衆の縦覧に

供する。

平成２４年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

長浜都市計画道路
Ⅱ・３・２ 長浜港仁久線

大洲都市計画道路
３・６・１１ 長浜港恵比須町線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 大洲市長浜の各一部

５ 省略

��������������
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�愛媛県告示第６５２号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）

第５条第６項の規定により告示する。

平成２４年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市治良丸土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２４年５月１５日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 福 本 頼 幸 新居浜市萩生２５０５番地

〃 高 橋 敏 夫 新居浜市萩生２６２８番地の３

〃 伊 藤 基 重 新居浜市大永山６番地

〃 秦 和 孝 新居浜市萩生２９２７番地

〃 西 原 實 新居浜市萩生２４１１番地の１６

〃 伊 藤 正 道 新居浜市萩生２５１９番地の１

〃 徳 永 守 光 新居浜市萩生２８１７番地

〃 徳 永 省 一 新居浜市萩生２３０４番地

〃 伊 藤 忠 光 新居浜市萩生７７２番地の１

監 事 秦 昭 義 新居浜市萩生２４８５番地の２

〃 福 本 明 正 新居浜市萩生２５０３番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 福 本 頼 幸 新居浜市萩生２５０５番地

〃 伊 藤 博 文 新居浜市萩生２４５２番地

〃 伊 藤 義 則 新居浜市大永山２２番地

〃 秦 義 見 新居浜市萩生２９２６番地の３

〃 伊 藤 繁 敏 新居浜市萩生２４８７番地の４

〃 福 本 明 正 新居浜市萩生２５０３番地

〃 徳 永 清 文 新居浜市萩生２５５７番地

〃 高 橋 典 久 新居浜市萩生２２６０番地

〃 矢 野 裕 治 新居浜市萩生８０４番地の９

監 事 秦 昭 義 新居浜市萩生２４８５番地の２

〃 野 田 厚 新居浜市萩生２６０４番地の２

�������
�愛媛県告示第６５４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市安城寺町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２４年５月１５日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 遠 藤 宗 敏 松山市安城寺町９７５番地２

〃 本 田 昭 二 松山市安城寺町１６５２番地

〃 芳之内 正 幸 松山市安城寺町９９３番地

〃 赤 沼 隆 男 松山市安城寺町７１７番地４

〃 渡 部 潤一郎 松山市安城寺町１２２９番地

〃 佐 野 建 典 松山市安城寺町１１０８番地

〃 野 本 雅 敬 松山市安城寺町１２１８番地

〃 渡 部 孝 志 松山市安城寺町１３４５番地２

〃 氏 川 栴 三 松山市安城寺町１６１番地３

〃 重 松 和 彦 松山市安城寺町１２２１番地

〃 矢 野 徹 松山市安城寺町１５８０番地

〃 田 所 政 臣 松山市安城寺町１０４８番地８

〃 芳之内 省 平 松山市安城寺町１２８６番地

〃 乗 松 昭 夫 松山市安城寺町１０９５番地

〃 渡 部 延 樹 松山市安城寺町１２３０番地

〃 白 石 雄 一 松山市安城寺町１５３３番地２

〃 門 田 尚 夫 松山市安城寺町１０５７番地

監 事 瀧 本 久 志 松山市安城寺町１３２５番地３

〃 木 村 昇 松山市安城寺町６９８番地

〃 洲之内 長 松山市安城寺町１２０６番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 遠 藤 宗 敏 松山市安城寺町９７５番地２

〃 本 田 昭 二 松山市安城寺町１６５２番地

〃 芳之内 正 幸 松山市安城寺町９９３番地

〃 野 本 健一郎 松山市安城寺町１２３６番地２

〃 渡 部 潤一郎 松山市安城寺町１２２９番地

〃 洲之内 長 松山市安城寺町１２０６番地

〃 松 本 重 喜 松山市安城寺町７６８番地

〃 渡 部 孝 志 松山市安城寺町１３４５番地２

〃 氏 川 栴 三 松山市安城寺町１６１番地３

〃 重 松 和 彦 松山市安城寺町１２２１番地

〃 矢 野 徹 松山市安城寺町１５８０番地

〃 田 所 政 臣 松山市安城寺町１０４８番地８

〃 芳之内 省 平 松山市安城寺町１２８６番地

〃 乗 松 昭 夫 松山市安城寺町１０９５番地

〃 乗 松 直 英 松山市安城寺町９８９番地

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

三第
１０号

四国中央市三島中央５丁目４番
２０ 四国中央警察署内

社団法人宇摩交通安全協会 一般社団法人宇摩交通安全協会 社団法人宇摩交通安全協会 平成２４年
４月１日
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〃 白 石 雄 一 松山市安城寺町１５３３番地２

〃 光 宗 政 治 松山市安城寺町１２１７番地

監 事 瀧 本 久 志 松山市安城寺町１３２５番地３

〃 光 宗 等 松山市安城寺町６３３番地

〃 岡 眞 夫 松山市安城寺町１０５４番地１

�������
�愛媛県告示第６５５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市田窪土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２４年５月１５日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉乃井 進 東温市田窪１４９１番地

〃 水 田 孝 義 東温市田窪１１７１番地２

〃 大 西 忠 雄 東温市田窪１４４８番地３

〃 海 稲 旦 城 東温市田窪１７０７番地

〃 東 武 則 東温市田窪１３８６番地

〃 山 内 勲 東温市田窪１８３番地２

〃 池 田 和 磨 東温市田窪７８０番地

〃 渡 部 逸 男 東温市田窪１２１８番地

〃 高須賀 建 二 東温市田窪１１８６番地

〃 蟹 江 輝 夫 東温市田窪１６１７番地

〃 渡 部 定 保 東温市田窪１６１０番地

監 事 東 辰 己 東温市田窪１３８６番地２

〃 伊 藤 順 一 東温市田窪１４６番地３

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉乃井 進 東温市田窪１４９１番地

〃 伊 藤 順 一 東温市田窪１４６番地３

〃 大 西 忠 雄 東温市田窪１４４８番地３

〃 山 内 勲 東温市田窪１８３番地２

〃 東 武 則 東温市田窪１３８６番地

〃 池 田 和 磨 東温市田窪７８０番地

〃 渡 部 逸 男 東温市田窪１２１８番地

〃 水 田 孝 義 東温市田窪１１７１番地２

〃 蟹 江 輝 夫 東温市田窪１６１７番地

〃 海 稲 旦 城 東温市田窪１７０７番地

〃 渡 部 定 保 東温市田窪１６１０番地

監 事 東 辰 己 東温市田窪１３８６番地２

〃 高須賀 建 二 東温市田窪１１８６番地

�������
�愛媛県告示第６５６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市東長戸土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２４年５月１５日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�������
�愛媛県告示第６５７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市富久土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２４年５月１５日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�������
�愛媛県告示第６５８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

東温市見奈良土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２４年５月１５日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�愛媛県告示第６５９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２４年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２１）第７０４４号 平成２２年
２月１２日 林電巧社 林 忠敏 松山市余戸６－４－９ 平成２４年

４月１０日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２２）第１３１２５号 平成２２年
７月１日 （有）さなだ建設 眞田 盛茂 伊予郡砥部町川井１４５４－

５
平成２４年
４月１０日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２３）第１６８７１号 平成２３年
７月４日 大誠 河野 誠樹 松山市津吉町６２６－２ 平成２４年

４月１１日 鉄筋工事業 建設業の廃止

（般－２２）第１４６５５号 平成２２年
１１月２１日 （有）曽我組 曽我 渡 松山市居相４－７－１２ 平成２４年

４月２３日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

��������������
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�公 告

理容師国家試験及び美容師国家試験に関する公示

理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第３条第１項及び美容師法

（昭和３２年法律第１６３号）第４条第１項の規定に基づき、第２６回理

容師国家試験及び美容師国家試験を次のとおり実施する。

平成２４年５月１５日

財団法人理容師美容師試験研修センター

理事長 小早川 隆敏

１ 試験期日

� 理容師実技試験 平成２４年８月６日（月）から

� 美容師実技試験 平成２４年８月６日（月）

� 理容師筆記試験、美容師筆記試験 平成２４年９月２日（日）

２ 試験地

愛媛県

３ 試験会場

� 理容師実技試験

松山市小栗六丁目１番２６号

愛媛県美容専門学校

� 美容師実技試験

松山市小栗六丁目１番２６号

愛媛県美容専門学校

� 筆記試験

松山市文京町３番

愛媛大学 教育学部講義棟

４ 受験願書の配布場所

� 理容師美容師養成施設

（当該養成施設の開校時間内に限る）

� 財団法人理容師美容師試験研修センター 四国ブロック事務

所（土日祝日を除く午前９時から午後５時まで）

� 郵送による願書の請求

試験研修センター（０３－５５７９－０９１１）へ問い合わせること。

５ 受験願書の提出先

申請書類一式を簡易書留郵便で郵送すること。

〔送付先〕 〒１３５－８５０７

東京都江東区有明三丁目７番地２６

有明フロンティアビルＢ棟９Ｆ

財団法人理容師美容師試験研修センター

６ 受験願書の受付期間

平成２４年５月７日（月）から平成２４年５月２８日（月）まで（５

月２８日（月）の消印有効）

７ 詳細についての問い合わせ先

〒７９０－０８１１

松山市本町七丁目２番地 愛媛県本町ビル２階

財団法人理容師美容師試験研修センター 四国ブロック事務所

電話 ０８９－９２４－０８０４

ＦＡＸ ０８９－９８９－１３３３

雑 報

平成２４年５月１５日 発行
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